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はじめに 

 

 2011年3月11日に発生した東北地方太平洋沖地震とそれ

に伴う巨大津波により，東京電力福島第一原子力発電所で

は燃料の溶融を伴う深刻な事故（以降，福島原発事故）が

発生し，原子炉建屋の水素爆発や放射性物質を含んだ汚染

水の海洋への流出等により，多量の放射性物質が環境中に

放出された1)．こうした状況の中で，国内産食品や水道水等

の放射能汚染が危惧されたことから，当所では従来から行

ってきた輸入食品の調査に加え，国内産食品や水道水等に

ついても調査を拡充して実施している2-5)．このうち水道水

については，福島原発事故以前から環境放射能水準調査（原

子力規制庁委託事業）の一部として年1回調査を行ってきた

が，福島原発事故により環境放射能水準調査のモニタリン

グが強化され，年1回の調査に加えて2011年3月～12月間は

毎日1回，2012年1月以降は3か月に1回調査を行ってきた．

その後，2015年度に水道水のモニタリング強化は終了し事

故以前の年1回調査の体制に戻った．しかし，モニタリング

強化終了時点においても水道水から137Csが検出（1 mBq/kg

程度）6)されていたことから，今後の推移を把握するため，

3か月に1回の調査については，当所の調査として2016年度

以降も継続して実施している． 

 本報では，当所の調査に移行後の2016～2018年度に得ら

れた結果について報告する． 

 

方 法 

 

1 試 料 

 所内の給水栓（蛇口）から土日祝日を除く毎日1回水道水

（蛇口水）を1.5 L採取し，四半期分（4～6月，7～9月，10

～12月及び1～3月：各3か月）を合わせて1検体（約100L）

とした．3年間で合計12検体採取した． 

 

2 測定方法 

 試料の調製及び測定は，文部科学省（旧科学技術庁）の

マニュアル7,8)に準じて行った．試料は濃縮・乾固後 U-8容 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

器に充填し，Ge半導体検出器（GC2018（相対効率25.6及び

25.7％），キャンベラ社）及び波高分析器（DSA1000，キャ

ンベラ社）を用いて核種を定量した．測定時間は79200秒（22

時間）とし，データ解析は付属の解析ソフト（ガンマエク

スプローラ）を用いて行った．対象核種は，人工放射性核

種として食品及び水道水の汚染評価をする上で重要な134Cs

及び137Csとした．また，天然放射性核種ではあるが，セシ

ウムの同族元素であることから化学的挙動が類似しており，

ヒトの必須元素であることから内部被ばく線量への寄与が

大きい40Kについても調べた． 

 

結果及び考察 

 

1 水道水の放射性核種濃度 

 得られた結果を表1に示す（値は試料採取最終日に減衰補

正済み）．134Cs については，2016年度第1四半期（2016-1）

から僅かに検出（0.64 mBq/kg）されたが，それ以外の11検

体は不検出（検出限界値：0.42～0.52 mBq/kg）であった．
137Cs については，全ての試料から検出され，その濃度は，

2016年度：1.1～1.4 mBq/kg（平均値：1.3 mBq/kg），2017

年度：0.91～1.6 mBq/kg（同：1.3 mBq/kg）及び2018年度：

0.98～1.3 mBq/kg（同：1.1 mBq/kg）であった．137Cs濃度は，

季節によって，また，年度によって大きな違いはみられな

かった．放射性セシウム（134Cs＋137Cs）濃度が最も高かった

のは，2016年度第1四半期（2016-1）の1.8 mBq/kgであり，

飲料水の基準値（水道水の管理目標値：10 Bq/kg）9,10)の

1/5000以下であった．40Kについては，全ての試料から検出

され，その濃度は，2016年度：61.2～81.3 mBq/kg（平均値：

74.7 mBq/kg），2017年度：60.4～92.6 mBq/kg（同：76.5 

mBq/kg）及び2018年度：62.5～90.8 mBq/kg（同：75.1 mBq/kg）

であった．40K濃度についても，137Cs濃度と同様に季節によ

って，また，年度によって大きな違いはみられなかった．

なお，137Cs濃度と40K濃度の関係を調べたところ，検体数が

少ないことから明確にはいえないが，相関係数は約0.4とな

り，やや相関がみられた（図1）． 
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2 水道水の137Cs濃度の経時変化 

 環境放射能水準調査（モニタリング強化）6,11-14)と今回の

調査を合わせて2011年度第4四半期～2018年度における
137Cs濃度の経時変化を図2に示す．当所は2014年4月にさい

たま市から吉見町に移転したことにより水道水の採取場所

が異なることから，移転前後で値を直接比較することはで

きないが，両水道水とも主に同じ荒川を源水としており，

参考のため両者を合わせて図に示した．直接比較できる移

転後の水道水の137Cs濃度はほぼ同程度の値であり，明確な

減少傾向はみられなかった．今回採取した場所における水

道水の福島原発事故前の値については調査していないが，

事故前3年間（2008～2010年度）における環境放射能水準調

査において，採取場所は異なるものの主に同じ荒川を源水

とする水道水からは137Cs は検出されていないことから11)，

僅かではあるが水道水には福島原発事故の影響が残ってい

ることが示唆された． 

 

まとめ 

 

 2016～2018年度にかけて，水道水の放射能調査を行った

ところ，放射性セシウムが僅かに検出された．最も高かっ

た濃度（134Cs＋137Cs）は1.8 mBq/kgであり，飲料水の基準

値（水道水の管理目標値：10 Bq/kg）の1/5000以下であり，

今回調査した範囲では，健康に影響を与えるレベルではな

いと推測された． 
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採取時期 134Cs 137Cs 40K

2016-1 0.64 1.1 61.2

2016-2 <0.45 1.3 77.1

2016-3 <0.45 1.2 81.3

2016-4 <0.48 1.4 79.1

平均 - 1.3 74.7

2017-1 <0.52 1.3 60.4

2017-2 <0.46 1.5 76.1

2017-3 <0.42 0.91 76.9
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平均 - 1.3 76.5

2018-1 <0.44 0.98 62.5

2018-2 <0.42 1.1 70.1

2018-3 <0.45 0.98 77.1

2018-4 <0.50 1.3 90.8

平均 - 1.1 75.1

単位：mBq/kg

表１　水道水の134Cs、137Cs及び40K濃度
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図２ 水道水の137Cs濃度の経時変化
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